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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 208,569 0.5 8,731 10.9 9,737 8.4 4,582 10.8
22年3月期第3四半期 207,492 △2.7 7,875 3.1 8,980 3.9 4,136 17.6

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 45.59 ―

22年3月期第3四半期 41.14 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 285,976 161,296 50.0 1,421.26
22年3月期 276,069 158,674 50.9 1,397.90

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  142,885百万円 22年3月期  140,537百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00
23年3月期 ― 10.00 ―

23年3月期 
（予想）

10.00 20.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 281,900 1.2 9,500 2.5 11,100 2.6 5,200 13.9 51.72



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期
財務諸表に対する四半期レビュー手続きが実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 なお、業績予想に関する事項は、［添付資料］２ページ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご参
照ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】３ページ「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名                      － ）、 除外 ―社 （社名                      － ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 102,040,042株 22年3月期  102,040,042株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  1,505,605株 22年3月期  1,505,543株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 100,534,474株 22年3月期3Q 100,534,658株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、アジアを中心とした新興国への輸出拡大などにより、一部で

企業収益に改善の動きが見られたものの、海外景気の下振れ懸念、雇用情勢の悪化、デフレの影響など、依然厳し

い状況が続いております。 

 当社グループは、このような経済環境の中、引き続きセキュリティ事業分野を中心に、品質の高い商品・サービ

スを提供することで、多様化・高度化する社会のニーズに応え、事業の拡大に努めてまいりました。 

 売上面につきましては、主力の機械警備業務において、景気の低迷等により機器の売却収入は減少しましたが、

工事収入が増加したこと、常駐警備業務において、新規契約の増加及び大口の臨時警備を実施したこと、また、警

備輸送業務において、金融機関からのアウトソーシングの拡大によるＡＴＭ綜合管理業務の契約が増加したことな

どにより、当第３四半期連結累計期間における売上高は、208,569百万円(前年同期比0.5%増)となりました。 

 また、利益面につきましては、引き続きコスト管理を強化、業務の効率化を推進した結果、営業利益は8,731百

万円(前年同期比10.9%増)、経常利益は9,737百万円(前年同期比8.4%増)、四半期純利益は4,582百万円(前年同期比

10.8%増)となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は前期末比で 百万円増加し、 百万円となりました。そ

の主な増加要因は、警備輸送業務用現金 百万円の増加、立替金 百万円の増加であります。これらに対し

主な減少要因は、現金及び預金 百万円の減少、投資有価証券 百万円の減少であります。 

 負債の部は、前期末比で 百万円増加し、 百万円となりました。その主な増加要因は、短期借入金

百万円の増加、一般預り金等のその他の流動負債 百万円の増加であります。これらに対し主な減少要因

は、支払手形及び買掛金 百万円の減少であります。 

  

 キャッシュ・フローの状況につきましては次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結累計期間の営業活動の結果、増加した資金は 百万円（前年同四半期は 百万円の減

少）であります。資金の主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益 百万円、減価償却費による資金の内部

留保 百万円であります。これらに対し資金の主な減少要因は、仕入債務の減少による資金の減少 百万

円、警備輸送業務に係る資産・負債の減少 百万円、法人税等の支払額 百万円であります。 

 なお、警備輸送業務に係る資産・負債の増減額には、警備輸送業務用現金及び短期借入金のうち警備輸送業務用

に調達した資金等の増減が含まれております。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結累計期間の投資活動の結果、使用した資金は 百万円（前年同期比8.0％減）であります。

資金の主な増加要因は、投資有価証券の売却による収入 百万円であります。これに対し資金の主な減少要因

は、有形固定資産の取得による支出 百万円、投資有価証券の取得による支出 百万円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第３四半期連結累計期間の財務活動の結果、増加した資金は 百万円（前年同四半期は 百万円の減少）

であります。資金の主な増加要因は、短期借入金の増加（純額） 百万円、長期借入れによる収入 百万円

であります。これらに対し資金の主な減少要因は、配当金の支払 百万円、社債の償還による支出 百万

円、リース債務の返済による支出 百万円であります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の連結業績予想につきましては、平成22年５月７日に公表した連結業績予想から変更はありませ

ん。 

  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

9,907 285,976

5,123 3,116

2,416 1,002

7,285 124,680

5,762 3,407

1,699

2,355 2,972

9,167

9,065 1,182

7,609 4,367

6,161

1,490

7,269 1,299

1,499 948

4,935 1,950

2,010 1,100

1,019
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

固定資産の減価償却費の算定方法は、固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積もりを考慮した予算を策

定しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

税金費用については、当該四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算することとしておりま

す。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ16百万円減少しており、税金等調整前四半期純利益は356百万円減

少しております。 

②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っております。 

これにより、損益に与える影響は軽微であります。 

③「企業結合に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

④表示方法の変更について（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,992 44,408 

警備輸送業務用現金 69,455 64,331 

受取手形及び売掛金 20,402 20,803 

有価証券 1,138 1,859 

原材料及び貯蔵品 4,137 3,269 

立替金 8,505 5,389 

その他 14,836 8,400 

貸倒引当金 △161 △184 

流動資産合計 160,306 148,279 

固定資産   

有形固定資産 58,635 58,351 

無形固定資産 4,573 5,203 

投資その他の資産   

投資有価証券 25,008 26,010 

その他 37,899 38,700 

貸倒引当金 △445 △475 

投資その他の資産合計 62,461 64,235 

固定資産合計 125,670 127,790 

資産合計 285,976 276,069 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,720 8,419 

短期借入金 45,876 40,114 

未払法人税等 1,992 1,814 

引当金 520 1,121 

その他 28,590 25,182 

流動負債合計 83,701 76,653 

固定負債   

社債 1,100 2,200 

長期借入金 2,854 2,053 

退職給付引当金 27,441 27,135 

役員退職慰労引当金 1,660 1,703 

資産除去債務 89 － 

その他 7,833 7,648 

固定負債合計 40,979 40,741 

負債合計 124,680 117,394 
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,675 18,675 

資本剰余金 32,117 32,117 

利益剰余金 98,250 95,556 

自己株式 △1,974 △1,974 

株主資本合計 147,068 144,375 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,219 1,560 

土地再評価差額金 △5,395 △5,395 

為替換算調整勘定 △7 △2 

評価・換算差額等合計 △4,183 △3,837 

少数株主持分 18,410 18,137 

純資産合計 161,296 158,674 

負債純資産合計 285,976 276,069 
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 207,492 208,569 

売上原価 155,595 155,403 

売上総利益 51,897 53,166 

販売費及び一般管理費 44,021 44,434 

営業利益 7,875 8,731 

営業外収益   

受取利息 163 209 

受取配当金 561 396 

持分法による投資利益 270 221 

その他 1,209 1,322 

営業外収益合計 2,205 2,149 

営業外費用   

支払利息 465 438 

固定資産除却損 252 187 

その他 383 517 

営業外費用合計 1,100 1,143 

経常利益 8,980 9,737 

特別利益   

投資有価証券売却益 3 92 

特別利益合計 3 92 

特別損失   

投資有価証券評価損 264 312 

減損損失 15 9 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 340 

その他 1 0 

特別損失合計 281 662 

税金等調整前四半期純利益 8,702 9,167 

法人税等 3,838 4,027 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,139 

少数株主利益 727 556 

四半期純利益 4,136 4,582 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 8,702 9,167 

減価償却費 9,187 9,065 

減損損失 15 9 

のれん償却額 37 － 

負ののれん償却額 － △60 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22 △52 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 77 305 

賞与引当金の増減額（△は減少） △502 △534 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40 △65 

受取利息及び受取配当金 △725 △605 

支払利息 465 438 

持分法による投資損益（△は益） △270 △221 

固定資産売却損益（△は益） 0 △6 

固定資産除却損 252 187 

投資有価証券売却損益（△は益） △41 △102 

投資有価証券評価損益（△は益） 264 312 

デリバティブ評価損益（△は益） 37 186 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 340 

売上債権の増減額（△は増加） 1,534 400 

たな卸資産の増減額（△は増加） 27 △867 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,576 △1,182 

前払年金費用の増減額（△は増加） 321 153 

警備輸送業務に係る資産・負債の増減額 △14,015 △7,609 

その他 △3,268 △3,781 

小計 △494 5,476 

利息及び配当金の受取額 789 715 

利息の支払額 △440 △418 

法人税等の支払額 △4,012 △4,367 

法人税等の還付額 1,185 949 

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,972 2,355 
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 567 887 

有形固定資産の取得による支出 △6,513 △7,269 

有形固定資産の売却による収入 3 22 

投資有価証券の取得による支出 △1,255 △1,299 

投資有価証券の売却による収入 945 1,490 

子会社株式の取得による支出 △160 － 

短期貸付金の増減額（△は増加） △38 △6 

長期貸付けによる支出 △74 △78 

長期貸付金の回収による収入 113 87 

その他 △282 4 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,693 △6,161 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,822 4,935 

長期借入れによる収入 500 1,950 

長期借入金の返済による支出 △2,237 △997 

社債の償還による支出 △1,100 △1,100 

少数株主からの払込みによる収入 － 14 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

リース債務の返済による支出 △726 △1,019 

配当金の支払額 △2,010 △2,010 

少数株主への配当金の支払額 △196 △273 

財務活動によるキャッシュ・フロー △948 1,499 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △5 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,614 △2,312 

現金及び現金同等物の期首残高 45,866 37,349 

現金及び現金同等物の四半期末残高 35,251 35,036 
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 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

生産、受注及び販売の状況 

（１）生産実績 

 当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第３四半期連結会計期間末日現在実施中の契約件数を業務

区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

（２）販売実績 

 販売実績を業務区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績が総販売実績の10％以上の相手はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

業務区分の名称 
当第３四半期連結会計期間末 

（平成22年12月31日）  
前年同四半期比（％） 

機械警備業務     （件）  540,042  3.3

常駐警備業務     （件）  2,888  △0.3

警備輸送業務     （件）  37,965  7.7

その他業務      （件）  51,435  16.6

合    計     （件）  632,330  4.5

業務区分の名称 

 当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（％） 

機械警備業務    （百万円）  103,153  0.3

常駐警備業務    （百万円）  53,573  0.9

警備輸送業務    （百万円）  35,681  1.5

その他業務     （百万円）  16,161  △1.7

合    計    （百万円）  208,569  0.5
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